
風は西から吹かせよう！
－資環研の戦略と展望－

資源循環・環境制御システム研究所長 工学部教授 樋 口 壯太郎

はじめに

表題は資源循環・環境制御システム研究所

（以下、資環研と略称する）の創設者であり、

初代所長、花嶋正孝名誉教授のことばである。

資環研は平成９年に設立された循環型社会を

リードする、廃棄物処理・資源化を中心とした

研究所である。資環研設立の目的は廃棄物研究

による循環型社会への貢献である。これまでの

成果は廃棄物最終処分場新技術開発（塩類、ダ

イオキシン類の浸出水高度処理、被覆型処分場、

漏水検知システム等遮水システム、硫化水素対

策技術等々）、ダイオキシン類無害化技術開発、

灰リサイクル技術開発等を行い、その成果は国

の指針への採用、成果の商品化による自治体導

入等による産学官連携で大きな成果を挙げた。

すなわち北九州に廃棄物研究の拠点をつくるこ

とができた。今後、この成果を活かし、さらに

発展させ、福岡大学を環境分野における情報発

信源とするための展望を紹介する。

実証エリアの設備を活用した

研究・教育・産学官連携推進

資環研の財産は我が国唯一の実際の廃棄物を

用いた大型実証実験が可能であることと、我が

国の主要な環境関連企業との繋がり、および北

九州市、韓国、中国等との人的つながりを有す

ることである。これらを途絶えることなく活用

発展させ、研究・教育・産学官連携を推進させ

る。研究テーマは「環境修復と未利用資源の活

用」とし、「資源循環」分野では、「資源保管型

埋立システム研究」、「廃プラスチックスリサイ

クル研究」、「副生塩リサイクル研究」および「グ

リセリンリサイクル研究」を推進する。「環境

制御」分野では「グリーンラスト法による多種

類重金属類同時処理研究」、「ケミカルオキシ

デーション法による埋立地早期安定研究」、「毒

性学を用いた環境評価研究」、「ドライフォグに

よる環境修復研究」、「有機性汚泥早期安定化研

究」、「安定型処分場早期安定化研究」、「WOW

システム研究」等々を推進する。研究の進展と

ともに事業化をサポートしなければならないが、

これまで、実証研究エリア内の企業、あるいは

研究グループ間の交流により新たな動きが自発

的に生まれてきている。例えば被覆型最終処分

場の開発グループと焼却灰の無害化リサイクル

技術に関するグループが共同で平成１５年４月か

ら新たな環境ビジネスを前提として焼却灰セメ

ント原料化実証研究を行っている。これは被覆

型最終処分場の開発グループの持つストック技

研究機関近況
資源循環・環境制御システム研究所

実証エリア全景
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術と焼却灰の無害化リサイクル技術に関するグ

ループが有する脱塩技術を相互に利用するもの

で今後の実証研究エリアの新たな動きとして注

目される。また最近ではダイオキシン類分解技

術を中心に洗浄分級技術、水処理技術を組み合

わせたチームが汚染土壌処理、底泥処理事業に

向けた事業活動を開始している。その他、以下

のような企業間連携が進行している。

�被覆型最終処分＋灰洗浄技術＋セメント企業
→灰リサイクル事業

�薬剤添加型加熱還元によるダイオキシン分解
技術＋洗浄分級技術＋水処理技術→土壌・底

泥ダイオキシン分解事業

�地中探査による汚染源特定技術（コンサルタ
ント）＋ケミカルオキシデーション技術

（建設企業、プラントメーカー）→汚染土壌

修復、埋立地早期安定化、不法投棄現状回復

これらはこれまで月１回の頻度でひびきの

キャンパスで開催している「廃棄物・土壌リ

ニューアル研究会」での情報交換会から産まれ

たものであり、開催実績は既に５０回に及んでい

る。この実績および成果を活かし、資環研で「廃

棄物・土壌リニューアル研究会」を継承し、発

展させる。

アジアとの環境国際産学官連携

北九州は環黄海経済圏を目指し、東アジアと

の連携を重視している。また我々は既に中国、

韓国との共同研究の実績を有している。これら

の実績をベースに、東アジア諸国との国際連携

をすすめる。福岡大学に留学経験をもつ中国、

韓国の研究者を中心に福岡大学との環境国際産

学官連携が芽生えつつある。例えば福岡大学と

韓国現代建設および安養大学との共同研究を契

機に生まれた学生ベンチャー、J‐HACは、汚

染土壌処理、灰リサイクル、埋立前処理を対象

とした洗浄機、分級機器の開発、販売を韓国と

連携して行なっている。また中国都市建設研究

院（日本の国土交通省土木研究所に相当）とは、

埋立ガス CDM事業の共同研究を行っており、

昨年度は工学研究科資源循環・環境工学専攻地

域環境専修（修士）学生２名をインターンシッ

プとして北京に派遣（予算は「魅力ある大学院

イニシアテイブ」）青島、アモイ等の埋立ガス

大型実証設備例

廃棄物洗浄実証機

北京の実証設備
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回収による CDM事業現場の見学、北京におけ

る共同研究打ち合わせを行なった。その結果、

今年３月には北京に共同実験設備を設置しする

ことができた。

（写真参照）

特筆すべきは実験設備費用全てを中国側で負

担したことである。このような流れの中で、日

中韓を中心としたアジア国際産学連携を行なう。

また適宜ベトナム等に拡大していく。

独立採算を目標

（シンクタンク＆コンサルティング）

附置研究所の最大の課題は独立採算を実現さ

せることであろう。そのためには積極的に外部

資金を獲得するとともに研究成果の事業化によ

る収入を確保する必要がある。具体的には実証

エリアの設備を活用した研究受託、自治体等の

環境関連公共事業に伴うスーパーバイザー業務

を受託するシンクタンク＆コンサルティングを

目指す。その運営は NPO等と連携し、相互活

用する。

本学と連携した社会人再教育、

大学院への社会人受入

循環型社会を支える人材の育成が急がれてい

るが、団塊世代の大量退職、所謂２００７年問題は

企業内の人材の空洞化、技術の継承が社会問題

化しており、企業は経験を有する人材の確保を

求めている。一方で大学は少子高齢化社会によ

り質の高い学生の確保が求められている。この

ような背景下、本学と連携し、社会人の再教育

を行うとともに、大学院受け入れを誘導する。

おわりに

これからの資環研の方向性のキーワードは研

究面では「環境修復」、「未利用資源の活用」運

営面では「産学官連携とアジアを見据えた国際

連携」、「社会人」そして「独立採算」である。

資環研は廃棄物の大型実証実験が可能な我が国

唯一の研究所であり、産学官連携の先駆けでも

ある。今後はこの特色と実績を活かし日本にお

ける廃棄物研究・産学官連携拠点として飛躍発

展させたい。
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研究機関近況
高機能物質研究所

高機能物質研究所～新たなゴールを目指しての再スタート

高機能物質研究所長 薬学部教授 添 田 秦 司

はじめに

高機能物質研究所は、平成１２年に文部科学省

（当時、文部省）のハイテクリサーチセンター

整備事業として設置認定を受け設立された。

当初のプロジェクトは以下の通りであった。

１．神経変性疾患の原因タンパクの機能解明

と治療薬の開発

２．多分子間の共同作用による機能発現のシ

ステム解析と次世代物質の創製

３．システム構造制御による高機能発現と固

体新素材の創製

国内外からの研究者も多数参加し、新しい機

能をもつ物質の探索・創製、そして機能解明を

目指してきた。その成果については高い評価を

得ることができ、概要はこれまで本誌でも報告

してきた通りである。

平成２０年、本研究所は３期目に入り、研究プ

ロジェクトの社会貢献を一層明確化するため、

“予防薬学研究部門”と“階層生命科学部門”

の２部門に分けて運営することにした。今回は、

第３期高機能物質研究所の研究体制と各部門が

目指すものについて紹介する。

１．第３期高機能物質研究所が目指すもの

少子高齢化が加速する中、高齢者が肉体的・

精神的に健康で、生産的老後（Productive Aging）

が送れるようにすることは我が国の今後の社会

に大きな変革をもたらすことができる。“予防

薬学研究部門”では、薬学部を中心としたスタッ

フにより、健康維持における食の高機能化を探

究する。すなわち、がん、免疫、炎症をキーワー

ドとする高機能性食品を新規開発し、食による

疾病予防と健康的長寿の増進を目指す。“階層

生命科学部門”は、理学部を中心としたスタッ

フにより、予防薬学研究部門の基礎を支える役

割を兼ねながら、生き物では高度な機能発現が

階層性を基盤として可能になっていることに注

目して各階層での現象と各階層間関係を解明し、

階層間関係の基本的特徴の抽出を目指して研究

を進める。理学部が主体の本研究プロジェクト

は、学部独自の解析技術や独創力を駆使し、他

学部とも相互に連携することで生まれる高度技

術の開発とシーズ提供による社会貢献を視野に

入れている。

２．研究組織について

�）予防薬学部門
薬学部教授（臨床疾患薬理学）岩崎 克典

薬学部教授（生薬学）金城 順英

薬学部教授（生化学）添田 秦司

薬学部教授（臨床薬物治療学）中島 学

薬学部教授（機器分析学）藤岡 稔大

薬学部准教授（臨床疾患薬理学）三島 健一

工学部准教授（化学システム工学）

三島 健司

�）階層生命科学部門
理学部教授（地球圏科学）横張 文男

理学部教授（化学）大熊 健太郎

理学部教授（化学）寺田 成之

理学部教授（化学）山口 敏男
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理学部教授（化学）脇田 久伸

理学部教授（応用物理学）西田 昭彦

理学部教授（応用物理学）宮川 賢治

理学部准教授（化学）塩路 幸生

理学部准教授（地球圏科学）中川 裕之

理学部助教（地球圏科学）藍 浩之

以上のメンバーに加え、藤原道弘副学長、脇

田 久伸理学部教授には、研究・運営面でアド

バイザーとしての役割を果たしていただく。予

防薬学部門は研究の進展に伴い、適宜、学内・

学外から新たなスタッフを登用していく。また、

大学からポスドク、リサーチアシスタントの人

件費負担をいただいており、新たなゴールへ向

かって研究を推進させたいと考えている。

３．新たなゴールとは

予防薬学部門のスタッフ研究室は、老化、肥

満、糖尿病、がん、免疫、中枢系疾患等の研究

に必要な多くの Assay技術や分析、物質精製・

創製技術を有している。このことを利用して、

民間療法として用いられている植物、海洋生物

などの天然素材中から選び出した高機能性素材

候補を共通シーズとして、まず、抗起炎症性天

然素材の探索を行うとともに、加齢による炎症

反応の変容機構の解明、疾患モデルの創製など

を一つのチームとして協力して行う。高機能天

然素材として有用性を確認できれば、マイクロ

カプセル化等の技法により機能性食品として飲

食可能にする。

階層生命科学部門は、「老化」を外的・内的

環境要因に対する生体適応システムの変容・破

綻として捉え、その分子基盤を解明していく。

生体環境適応システムの神経回路モデルの構築、

細胞レベルでの抗酸化ストレス機構の解明、ア

ミロイドーシスの分子機構の解明などが研究の

主体をなす。本グループによる生体ストレス分

子の機能解析と予防薬学部門の抗老化、健康長

寿増進性素材の開発を目指した研究とが両輪と

してうまく機能してはじめてゴールを臨む事が

できると考える。

おわりに

九州バイオクラスター計画などにおける機能

性食品や健康食品の位置づけからもわかるよう

に、生活習慣病予防などの市場ニーズや社会

ニーズが高まりをみせている。福岡大学の付属

研究施設としての Identityを研究成果でいかに

分りやすく表現するかを考えると、高機能性食

品の開発によって地域社会へ「疾病予防と健康

長寿」を届けると同時に、福大発ベンチャーの

設立によって地域産業の活力向上の一助となる

ことこそがゴールではなかろうか。研究成果を

誰にでも分るかたちで残すことは大変難しい。

目的達成のための戦略、組織体制全体の機能化

ができるか否かが重要な鍵を握ると考える。計

画達成に向かって邁進したい。
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研究機関近況
環境科学技術研究所

GLOBE２００８への出展

環境科学技術研究所長 工学部教授 中 野 勝 之

新しい取組み

環境科学技術研究所の役割として、北部九州

地域のベンチャー企業への研究支援を行うこと

があります。この目的に従い、いくつかの事業

を展開しています。取組みの一つは、昨年はじ

めに産学官連携センターに技術相談があった、

リフロー炉の排気浄化装置の開発です。鉛はん

だの使用禁止に応じて、新合金が開発されまし

たが、融点が上がり炉の温度を２６０�程度にま
で上げる必要が生じました。そのため、はんだ

に含まれるフラックスと呼ばれる樹脂が、空気

を遮断する目的で炉内に流す窒素ガスと反応し、

有害な含窒素化合物が発生する可能性があると

判明しました。相談に来訪したリフロー炉メー

カーの�ヤスカワは、この環境問題を解決し、
工場の空気浄化を行うために炉内組込みの排気

処理装置を開発しました。共同研究が開始され、

この装置の改善と製品を販売するための情報、

すなわち製品の性能評価が行われています。リ

フロー炉の課題は、まだ手の付けられていない

問題で、大学の役割として、学会で報告し、そ

の開発の重要性や放置すれば生じるであろう環

境問題を解説し、広く製品を世にアピールする

ことが要望されました。このような役割で、共

同研究をするのは初めてであり、とても興味深

いものです。そこで、方針として、１）大学院

生の研究テーマに採用し、基礎研究結果を学会

で報告する、２）企業においては実証研究を行

い、大学での基礎的な研究結果と連携し、装置

の改善を行う、３）これらを総合してまとめ、

環境展などで技術内容の開示とビジネス展開を

図る、などを設定しました。当然ながら、企業

は情報公開の自由を保障することになります。

近況報告

このような取り決めのもとに、今年の３月に

展示会での発表を目指しました。共同研究先の

�ヤスカワでは、国内のみならず国外もビジネ
スの対象にするということで、とりあえず北米

最大級の環境展である GLOBE２００８（バンクー

バーで開催）に出展する決断をしました。世界

一のリフロー炉を目指し、ドイツ等の EU諸国

での出展を計画しているとのことで、将来的に

英文のポスターや解説書を作成する必要があり、

その準備を開始するためです。なぜ、バンクー

バーかということですが、これは昨年の３月に

実施したエコセミナーでシアトル、バンクー

バーを経験し、その際の人脈が形成されている

からに他なりません。バンクーバー日本総領事

館や JETROなどの日本の機関、またカナダ貿

易センターや GLOBEが支援体制を組んでくれ

たことによります。経費が高額となるために、

その捻出が課題でした。まず、出展のために同

じような目的を持った企業の共同参加を募りま

した。その結果、㈱ヤスカワ、フィルコーポレー

ションからの資金を使えることになりました。

加えて、本研究所の技術をもとに設立されたチ

タニア総合科学技術 LLPからも資金拠出の許

可を得ました。かくして、初めての海外での展

示会出展が可能になりました。環境未来オフィ
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スとの連携でパンフレットや技術解説書作成作

業などを行い、加えて、地域企業との共同作業

となりました。

GLOBE２００８について少し説明します。その

後、これはとてつもない選択であることが分か

りました。政府レベルのブースが並び、国の環

境政策やビジネス展開を外務省高官や環境庁高

官が講演するシンポジウムと対になっていまし

た。アメリカ合衆国や地元カナダは州ごとに

ブースが設置され、EUはオランダ、ベルギー、

ドイツ、北欧諸国、中近東ではイスラエル、ブ

ルネイなどの国設のブースが目につきました。

残念ながら、日本国のブースはなしで、トヨタ

が多額の寄付企業として大きな協賛ブースをだ

しているだけでした。福岡大学は日本として唯

一の出展ブースとなりました。福岡大学と大き

な漢字で書かれた産学官連携センターから借り

受けた「のぼり」を掲げ、孤軍奮戦となったわ

けです。ナノバブルによる大気浄化装置と、有

害物を吸収した水の処理に使用する光触媒を組

み合わせた装置で大いにアピールし、もう一社

のフィルコーポレーションは光触媒によるトヨ

タ・レクサスの車内空間の環境浄化を売り込み

ました。水と大気の処理を前面に打ち出したた

め、期間中にオランダとイスラエルの水に関す

る技術紹介のイベントに両大使館より招待を受

けました。オランダは大使や環境部門の高官の

スピーチ、大学教授の技術紹介などを展開しま

したが、政策論が多く、技術屋にはすこし退屈

なものでした。国としての方針はそれなりに理

解できるものの、具体的な技術内容の報告は少

なく、ノウハウの開示には慎重なのかなという

感じでした。イスラエルの水政策に興味があっ

たのですが、インターンシップ先の開拓で

ニューヨーク方面に出向いたため、出席できず、

同行した数人に参加してもらい、配布された

CDで技術内容の概略に触れることができまし

た。

この体験は、いくつかの教訓を残しました。

一つは、展示のしかたが日本の展示会でのそれ

とは異質なものであると分かったことです。ポ

スターには細々としたことは書かずに、イメー

ジをデザインするということです。チラシで中

身を説明することになりますが、これも簡潔に、

直感的に理解できるようなデザインを考えなけ

ればなりません。もう一つは、徹底したコスト

の表示が求められます。それも細かい話は苦手

なようで、特に単位の変換をその場でやるよう

な状況では間に合わないことでした。ヤードや

ポンドなどでの表示を準備しておかなければビ

ジネスでは間に合いません。学会では SI単位

のみで話を進めればまず問題ありませんが、ビ

ジネスでは通用しないという厳しさでした。

今後の展開

今回は研究所の取組む新しい課題について近

況を報告しました。今後は、技術内容の要約、

性能データの開示などで製品の有効性を示して

行きたいと思います。単なるデータ取得ではな

く、研究対象となる開発に出会ったことは幸運

と言えますが、今後も技術相談内容に応じて多

様な対応が必要となります。もちろん、今回も

外注によるデータ取得が相応しいといえるもの

は外注しており、全ての作業を基礎研究の対象

としている訳ではありません。あくまでも、企

業が作業をむやみに急がせないこと、研究結果

を開示してよいという自由度を与えてくれるこ

とが前提となっています。企業と大学の共同の

作業については今後とも、あらゆる可能性を追

及しながら、本来の目的を達成して行きたいと

考えています。地域への大学の貢献は今後、ま

すます求められるでありましょう。どのような

場合にも、大学の本質をどこかに置き忘れない

ようにしなければなりません。

―１７―


